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４・管路管理 

東部下水管理センター 

                         所在地    白石区本通20丁目北2番11号 

                         敷地面積    6,344.62 ㎡ 

                         管理棟床面積   826.28 ㎡ 

                         車庫等床面積   462.00 ㎡ 

西部下水管理センター 

                         所在地    西区八軒９条西７丁目１番30号 

                         敷地面積   新川水再生プラザ敷地内 

                         管理棟床面積 718.99 ㎡ 

                         車庫等床面積 253.89 ㎡ 

写       真
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４・管路管理 

管 路 施 設 の 維 持 管 理 

１. 維 持 管 理 体 制 

管路施設の維持管理は、昭和 30 年代までは、道路維持管理の一環として土木事業所（現土

木センター）が行っていたが、昭和 44 年に本格的な維持管理体制の第一歩として、下水道管

理事務所の前身である１係制が開設され、これによって管路施設の調査点検、修繕あるいは

苦情処理等の業務を一元的に取扱うこととなった。続く昭和 48 年には組織の拡大とともに下

水道部門が局体制となり、併せて最初の下水道管理事務所（旧南部庁舎）が開設され、外郭

の独立した庁舎としてスタートを切った。 

その後、下水道整備事業の拡大に伴う業務量の増加や、市街地の過密化に伴う市民要望の

多様化等に適切、迅速に対処していくため、昭和 49 年には課に昇格し、１所２係体制（東部

事業係、西部事業係）、昭和 54 年には、西部下水管理事務所が独立し西南併せた２所体制、

昭和 57 年には、東部下水管理事務所の開設による東西南の３所体制、昭和 59 年には、北部

下水管理事務所の開設による東西南北の４所体制が築かれる等、逐次維持管理体制の拡大強

化が図られてきた。 

管路布設延長と維持管理の関係を見た場合、昭和 40 年代中期から、昭和 50 年代後期に至

るまでの急激な管布設の進捗とそれに追随して維持管理体制を拡大した「成長期」、その後

に続く管布設延長の進捗が次第に鈍化はするが維持管理体制のより一層の強化を図った「充

実期」に分けることができる。そして現在は、 管布設延長の進捗も 99％を超える普及とな

り、本格的な維持管理の時代を迎えているが、限られた財源の中で、最小の費用で最大の効

果を追及する、より効率的な維持管理の展開を図る「変革期」を迎えている。 

このような時代の要請のなか、４管理事務所から２管理センターへの統廃合（平成 12 年）

や、管路の整備・管理部門を一元的に統合した管路保全課の創設（平成 24 年）により、現在

は１課２所体制となり、管路施設の維持管理を行っている。 
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下水道と維持管理の推移

 大正 15 年度  札幌市下水道条例公布 

 昭和 33 年度  新下水道法公布 下水道課の設置 

 昭和 34 年度  新札幌市下水道条例公布 

 昭和 36 年度  下水道特別会計設置 下水道部の設置 

 昭和 41 年度  真駒内団地の下水道施設を北海道から引継ぎ 

 昭和 42 年度  創成川処理場運転開始 

 昭和 43 年度  伏古川処理場運転開始 

 昭和 44 年度  維持管理体制がスタート（下水道管理事務所１係制） 

 昭和 45 年度  定山渓処理場、豊平川処理場運転開始 

 昭和 46 年度  新川処理場運転開始 

 昭和 48 年度  下水道局制へ移行 初の下水道理事務所庁舎を設置（旧南部庁舎） 

         厚別処理場運転開始 

 昭和 49 年度  下水管理事務所、１係制から１所２係へ（東部事業係、西部事業係） 

 昭和 52 年度  茨戸処理場運転開始 施設部の設置 

 昭和 53 年度  手稲処理場運転開始 

 昭和 54 年度  西部下水管理事務所開設（西南２所体制） 

 昭和 57 年度  東部下水管理事務所開設（東西南３所体制） 

 昭和 58 年度  財団法人札幌市下水道資源公社設立 

 昭和 59 年度  北部下水管理事務所開設（東西南北４所体制）、拓北処理場運転開始 

 平成 元年度  安春川流雪溝供用開始 

 平成 ３年度  新琴似流雪溝供用開始 

 平成 ４年度  厚別融雪槽供用開始 

 平成 ６年度  発寒流雪溝供用開始 

 平成 ８年度  創成川融雪管、大通下水道管投雪施設供用開始 

 平成 ９年度  創成東流雪溝供用開始 

 平成 10 年度  下水道局庁舎完成移転 

  平成 11 年度  発寒下水道管投雪施設供用開始 

 平成 12 年度  東西２管理センター体制へ移行、技能職主任制開始 

 平成 14 年度  八軒下水道管投雪施設供用開始 

 平成 15 年度  新川融雪槽、伏古川融雪管、北郷流雪溝供用開始 

  平成 17 年度  下水道局と建設局が統合し建設局に改称、東部処理場運転開始 

 平成 19 年度  処理場を水再生プラザに名称変更 

 平成 22 年度  新琴似北流雪溝供用開始 

 平成 24 年度  管路保全課設置（管路施設の整備と維持管理の一元化） 

 平成 26 年度  東部下水管理センター庁舎建替え（２月） 

 平成 28 年度  機構改革により建設局から下水道河川局に改称 

 平成 29 年度  下水道科学館リニューアルオープン（３月） 
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２. 下水管理センターの管理区域の現況 

 平成 12 年度の機構改革により、４下水管理事務所が２下水管理センターに移行され、

同時に、管理区域の形態も５つの行政区を管轄する２管理区域に再編された。 

両下水管理センターの沿革、概要等は次のとおりである。 

1) 東部下水管理センター 

当センターは、当初昭和 57 年４月に東部下水管理事務所として開設され、白石区、

厚別区、清田区の全域と豊平区の一部を管理していたものであるが、平成 12 年４月の

機構改革による２管理センター体制のもと、白石区、厚別区、豊平区、清田区、南区の

全域を管理することとなったものである。 

管理の施設概要は、管路延長にして 4,438.9 km（全市の約 53.4％）、処理区として、

豊平川処理区、厚別処理区、定山渓処理区の全域と新川処理区の一部（南区）を擁して

いる。その面積は 10,754 ha（全市の約 43.4％）に達し、その内約７割が分流区域とな

っている。 

また、平成 17 年度からは、東部処理場（東部水再生プラザ）が供用を開始した。 

なお、下水道施設の行政区別の特徴は次のとおりである。 

① 白石区 

当区は、管路延長にして 825.1 km、処理面積は 2,502 ha を擁し、そのうち約７

割が合流式である。下水道の整備は、昭和初期にまで遡り市の中心部に近接する菊

水地区（旧市街地）に始まる。本格的な施設整備は、昭和 40 年代初期以降の東札

幌地区に見ることができ、その後順次拡大し現在に至っている。 

地形的には、石狩低地帯を有し、その地質的な特徴である埴土及び泥炭からなる

軟弱な地層が広く分布する。当区のうち、川北、川下、北郷、大谷地地区の一部に

おいては、泥炭を主体とした脆弱な地質による地盤沈下によって、下水道管の不等

沈下、破損等が発生している。この対策として現在、北郷、川北地区の一部につい

ては、計画的な再整備事業が進められている。また、これらの低地帯の浸水災害へ

の対策としてポンプ場の増設、雨水拡充管等の総合的な施設整備が順次進められて

きている。 

② 厚別区 

当区は、管路延長にして 832.3 km、処理面積は 1,766 ha を擁し、その全ての区

域が分流式である。 

下水道の整備は、昭和 40 年代初期の青葉町の整備から始まり、その後に続く、

もみじ台地区の整備に見ることができる。 

地質的には、石狩低地帯の特徴である埴土及び泥炭からなる軟弱な地層が厚別西、

厚別北地区に広がっており、地盤沈下に伴う下水道管の不等沈下、破損等の対策と

して現在厚別西地区の一部について再整備事業が進められている。また、このよう

な低地帯の浸水災害への対策として、雨水ポンプ場、雨水拡充管等の整備が行われ

てきた。 

-687-



４・管路管理 

③ 豊平区 

当区は、管路延長にして 789.4km、処理面積は 2,145 ha を擁し、そのうち５割

が分流式である。 

下水道の整備は、昭和初期まで遡り、市の中心部に近接する豊平地区（旧豊平町）

に始まる。本格的な発展は、昭和 30 年代中期以降に豊平地区、美園地区に、その

後昭和 40 年代前期に中の島、平岸、美園地区に見ることができる。 

地形的には、その大半が丘陵・台地を形成しているが、一部には西岡地区の望月

寒川や月寒川の上流周辺に見られるように谷間状の地形を有している。こうした地

形条件のため、集中豪雨においてはマンホールからの溢水、蓋の浮上等の問題が発

生している。これらの対策として浮上防止蓋への取替え等の措置を順次図ってきて

いる。 

 なお、修繕件数を見た場合、他区に比較しても発生件数が多く、施設の老朽化が

進んでいる地区である。 

④ 清田区 

当区は、管路延長にして 925.8 km、処理面積は 1,884 ha を擁し、全ての区域は

分流式である。 

下水道の整備は、昭和 40 年代中期以降北野地区から始まっている。全体として

施設が比較的新しいこと、また地盤も良好なこともあって修繕件数の発生は少ない。 

当区は、昭和 40 年代から民間による東部地域開発や大型宅地開発が進められて

いる地区である。 

⑤ 南区 

当区は、管路延長にして 1,066.3 km、処理面積は 2,457 ha を擁し、ごく一部を

除き分流式である。 

下水道の整備は、昭和 30 年代中期に北海道による真駒内地区の団地造成から始

まる。同地区は、老朽管を形成するエリアとして、平成２年から改築工事が進めら

れており、以前は頻繁に修繕工事が発生していたが、現在は落ち着いた傾向にある。 

当区の南端に位置する定山渓は、大正７年の定山渓鉄道開通で温泉街として発展

した地域であるが、下水道の整備は、昭和 45 年に定山渓下水処理場の運転開始に

始まっており、独立した処理区を形成している。 

また、当区の特徴は山間部や急傾斜地が多いことであり、このため融雪時や降雨

時において不明水の管内流入が見られ、その事例としては南沢地区が挙げられる。

このため同地区は、根本的な対策として平成 13 年度から汚水拡充管の整備を行う

等の対策が実施されている。 
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2) 西部下水管理センター 

当センターは、昭和 54 年に西部下水管理事務所として新川処理場敷地内に開設され、

北区、東区、西区の全域と中央区の一部（南８条以北、円山西町、円山北町、宮ヶ丘、

宮の森）の区域について管理していたものであるが、平成 12 年４月の機構改革による

２管理センター体制のもと、中央区、北区、東区、西区、手稲区の全域を管理すること

となったものである。 

管理の施設概要については、管路延長 3,870.1 km（全市の約 46.6％）の管理を行っ

ており、処理面積 14,042 ha（全市の約 56.6％）、処理区域はほとんどが合流式で、あ

いの里団地地区及び西野地区並びに宮の森・円山西町地区の一部が分流式となっている。 

なお、下水道施設の行政区別の特徴は、次のとおりである。 

① 中央区 

当区は、管路延長にして 516.4 km、処理面積は 2,287 ha を擁し、宮の森・円

山西町地区の一部を除いた大部分が合流式である。地質的には、砂・礫・粘土か

らなる豊平川扇状地で良好な地盤を備えている。 

下水道の整備は、市内で最も早く、大正 15 年から下水道事業が始まった。建設

当初の事業目的は雨水排除としていたが、その後の急激な人口増加に伴い、豊平

川をはじめとする河川汚濁の進行、全国的な公害の発生を背景として、昭和 39 年

から最初の大規模な処理場である創成川処理場の建設に着手した。その後の市街

地の過密化や施設の老朽化等に伴い、修繕工事や苦情件数が増加傾向で推移して

いる。 このため、本格的な老朽化対策の推進が課題となっており、緊急度の高い

ところから拡充計画とも整合を取りながら、計画的に改築を進めている。 

② 北区 

当区は、管路延長にして 1,152.5 km、処理面積は 3,846 ha を擁し、あいの里

団地を除いた大部分が合流式となっている。 

地形的には平たんで、河川や屯田防風林などの自然景観を有しているのが特徴

である。また、地質的には、中央区に隣接する南側の一部を除き埴土・泥炭層で

構成されて軟弱である。 

下水道の整備は、昭和 40 年代初期に北大周辺・屯田団地地区から始まり、その

後、北 24 条周辺地区へと見ることができる。また、下水道の役割を多くの市民に

知ってもらうための施設として、札幌市下水道科学館が平成９年５月に創成川処

理場敷地内にオープンした。 

北 24 条周辺以南については、比較的古い施設が多く施設の老朽化による機能

障害が年々顕著になってきており、飲食店街等の過密地域であるため住民苦情も

多い。 

一方、それ以外の区域については、施設は比較的新しいものの軟弱地盤や地下

水位の高い地域が多いため、施設の不等沈下や管内への地下水浸入等が見られる。 

③ 東区 

当区は、管路延長にして 893.9 km、処理面積は 3,208 ha を擁し、全てが合流

式となっている。 

-689-



４・管路管理 

地形的には北区同様に平たんで、地質は鉄東地区の一部を除き埴土及び泥炭か

らなる軟弱な地層が広く分布している。 

下水道の整備は、昭和 40 年代初期に札幌駅北側地区から始まり、その後元町地

区へと見ることができる。 

同区の中で特に軟弱な地層が多い東苗穂地区は、泥炭層であるため、施設の不

等沈下や管内への地下水浸入等の傾向が見られる。以前、元町団地地区等の一部

地域で浸水災害が発生していたが、拡充管の整備等の増強策が進められた結果、

今日においては大きな災害は発生していない。 

なお、修繕工事の発生状況は全体的に多い傾向にある。 

④ 西区 

同区は、管路延長にして 728.1 km、処理面積は 2,493 ha を擁し、西野地区の

一部を除いた大部分が合流式である。 

地形的には、区の南西部は手稲山を中心とした山々に囲まれ、そこから流れ出

た琴似発寒川が区の中心を南北に流れ北部で新川と合流しており、地質的には、

旧国道５号線を中心に南部は主に礫混じりの地質で、北部は埴土の地質が多く一

部泥炭層が分布している。 

下水道の整備は、昭和 40 年代初期に琴似駅周辺から始まり、その後八軒地区・

二十四軒地区へと見ることができる。近年の、他区と同様、都市型集中豪雨の特

徴で、マンホールからの溢水、蓋の浮上等の問題が発生しており、排気施設の設

置や浮上防止蓋への取替え等の措置を順次行っている。 

⑤ 手稲区 

当区は、管路延長にして 579.2 km、処理面積は 2,208 ha を擁し、富丘、稲穂

地区のごく一部を除き合流式となっている。 

地質的には、区の東西を走るＪＲ函館本線を中心に北部は低地で泥炭層からな

り、南部は北部に比べて標高が高く火山岩からなっている。特に新発寒地区は、

泥炭層が多く施設の不等沈下、また星置地区は砂地が多く地下水位の高い地域が

多いため地下水浸入等の問題が見られる。 

下水道の整備は、昭和 40 年代中期に手稲駅周辺から始まり、その後前田地区・

新発寒地区へと見ることができる。昭和 42 年に手稲町と合併し、平成元年 11 月

に西区から分区した。 
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管理エリア図

東部管理センター

西部管理センター

管　理　区　域　図
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３. 業 務 内 容

現行下水管理センターは、平成 12 年の機構改革で東西２センターとし、維持係と工事係

の２係制で業務を執行している。 

平成 24 年４月に工事部門の下水道河川部工事課の業務を拡充して管路保全課に改編する

とともに同課を下水道施設部の所属とし、管路施設の維持管理も担当することとした。定期

的な管路の点検・調査は従来通り下水管理センターで行う一方、管路保全課では予防保全を

目的とした本管の調査・修繕を実施している。 

管路保全課及び下水管理センターの業務概要は、次のとおりである。 

１) 管路保全課 

① 管路保全係 

管路保全係の業務内容は、下水管理センターを含めた管路施設の維持管理の取りまと

めを行うとともに、老朽管等の対応が必要な管路について調査・修繕を実施している。 

管径 800mm 未満の管きょに対しては、テレビカメラ調査と内面修繕を一体化した管路

保全業務を委託しており、管径 800mm 以上の管きょについては、潜行目視調査業務また

は大口径管テレビカメラ調査業務として委託している。 

なお、受託工事及び本管改築・更新工事については、管路施設の新設工事と合わせて、

管路工事担当課で行っている。 

【業務実績】 

・本管詳細調査（テレビカメラ）182.2 ㎞  

・本管詳細調査（大口径管テレビカメラ） 37.6 ㎞  

・本管内面修繕（本管修繕工事含む） 1,375 か所  

２）下水管理センター 

① 維 持 係 

維持係の業務内容は、従前から管理事務所において行われてきた調査・点検・清掃に

係わる下水道管路維持管理業務の発注、災害発生時の対応、管路施設等に係わる苦情処

理、附帯施設や車両の点検整備を行うほか、従前直営で行っていた、ロードヒーティン

グ調査、特殊構造物の点検・修繕、管路用地の除草などを下水道管路維持管理業務とし

て変更して委託化し、業務形態の変更を行った。さらに新規の業務として他課から所管

替えした承認工事関係業務、排水設備確認申請しゅん功検査業務、臭気苦情対応業務、

油流出事故の対応業務等多様なものになった。 

 【業務実績】 

（直営関係） 

・市民要望受付（災害時対応を含む） 3,836 件 

・ロードヒーティング調査 186 件 

・特殊構造物（吐口･雨水吐室･制水ゲート･水管橋等）点検回数 292 回 

（委託業務関係） 

・本管簡易調査（目視）1,651.7 ㎞  

・公共ます調査  4,838 か所 
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４・管路管理 

・下水道管路維持業務   12,022 か所 

・公共ます取付管内面修繕   1,080 か所 

②  工 事 係 

 工事係の業務内容は、下水道管路施設の調査に関すること、下水道管路施設の修繕に関す

ることであり、修繕内容としては、緊急修繕（本管・マンホール・公共ます取付管）及び計画修

繕（マンホール・公共ます取付管）がある。 

【業務実績】 

・開削修繕関係 

本管   11 か所 

マンホール   784 か所 

公共ます取付管   389 か所 
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４・管路管理 

４. 業務実績及び施設規模 

１） 主要業務実績 

管路保全 東　部 西　部 計

本管簡易・詳細調査 ｍ 1,952,229 219,810 906,105 745,624 1,871,539

  目視 ｍ 1,734,908 0 906,105 745,624 1,651,729

  潜行目視（大口径管テレビカメラ） ｍ 34,982 37,622 0 0 37,622

  テレビカメラ ｍ 182,339 182,188 0 0 182,188

公共ます調査 か所 4,430 0 1,773 3,065 4,838

管路清掃 ｍ 54,357 0 29,910 26,567 56,477

  調査附帯 ｍ 11,607 0 3,120 4,978 8,098

  維持管理 ｍ 42,750 0 26,790 21,589 48,379

緊急補修 か所 657 0 265 376 641

  本管 か所 22 0 6 5 11

  マンホール か所 350 0 155 215 370

  公共ます取付管 か所 285 0 104 156 260

計画補修 か所 3,295 0 309 328 637

  本管 か所 1,415 0 0 0 0

  マンホール か所 437 0 293 215 508

  公共ます取付管 か所 1,443 0 497 712 1,209

  吐口 か所 0 0 0 0 0

受託工事 か所 0 0 0 0 0

特殊構造物点検 回 285 0 150 142 292

ロードヒーティング調査 件 144 0 61 125 186

承認工事 件 29 0 25 23 48

排水設備確認検査 件 2,164 0 965 1,323 2,288

件 4,288 0 1,705 2,131 3,836

平常時対応 件 4,260 0 1,700 2,124 3,824

　詰り 件 606 0 319 317 636

　陥没 件 790 0 229 443 672

　施設損傷 件 1,101 0 515 306 821

　臭気 件 108 0 35 54 89

　騒音・振動 件 109 0 44 54 98

　油脂類流出 件 145 0 48 71 119

　ます探し 件 706 0 277 399 676

　調査依頼 件 627 0 209 465 674

　その他 件 68 0 24 15 39

災害時対応 件 28 0 5 7 12

か所 12,233 0 6,231 5,791 12,022

件 89,354 0 36,167 44,857 81,024

 下水道管路維持業務

　　　指示件数

委

託
・

直

営
関

連

業

務

  市民要望等対応

直

営

業

務

令　和　４　年　度
備　　　　　　考項　　　　　　　　　目 単位 令和３年度

委
託
業
務
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４・管路管理 

２）施設規模

項       目 単位 令和３年度 
令 和 ４ 年 度 

東  部 西  部 計 

 管 路 管 理 延 長 kｍ 8,300.4 4438.9 3870.1 8309.0

 管 理 （ 処 理 ） 面 積 ｈa 24,790 10,754 14,042 24,796

 マ ン ホ ー ル か所 216,775 121,501 95,524 217,025

内 

訳 

一 般 人 孔 か所 216,264 121,302 95,304 216,606

雨 水 吐 室 か所 274 160 114 274

分 水 人 孔 か所 145 39 106 145

マンホールポンプ人孔 か所 92 47 45 92

 公 共 汚 水 ま す か所 364,742 147,501 220,503 368,004

 公 共 宅 地 雨 水 ま す か所 70,361 60,061 11,529 71,590

 吐 口 か所 487 399 88 487

 河 川 横 断 制 水 ｹ ﾞ ｰ ﾄ か所 21 12 9 21

５．業務量推移等諸表 

１）修繕 

① 本管等修繕箇所推移
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４・管路管理 

  ② マンホール修繕箇所推移 

２）調査・清掃等 

① 本管簡易・詳細調査延長  
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４・管路管理 

② ロードヒーティング調査件数（行政区別） 

イ）東部下水管理センター  

ロ）西部下水管理センター  

中央区

61件 49%

北区

25件 20%

東区

18件 14%

西区

13件 10%

手稲区

8件 7%

中央区 北区 東区 西区 手稲区

白石区

19件 31%

厚別区

8件 13%

豊平区

26件 43%

清田区

8件 13%

南区

0件 0%

白石区 厚別区 豊平区 清田区 南区

125 件

61 件
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４・管路管理 

③ 管路清掃 

イ）清掃延長  

ロ）延長内訳                         

               年  度 

項  目 

令和３年度 

           令 和 ４ 年 度 

東  部 西  部 計 

 管理延長  （ km ） 8,300.4 4438.9 3870.1 8309.0

全     体 清掃延長  （ km ） 54.4 29.9 26.6 56.5

 清 掃 率    ( % ) 0.7 0.7 0.7 0.7

清掃延長（km）

※直営清掃延長を含む
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４・管路管理 

３）市民要望対応等 

① 市民要望対応 

イ）市民要望件数推移  

ロ）月変化状況  
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４・管路管理 

   ハ）施設別分類  

施設損傷

821件 21%

陥没

672件 17％

ます探し

676件 18%

調査依頼

674件 18%

詰り

636件 17%

油脂等流出

119件 3%

騒音・振動

98件 2%

臭気

89件 2%
災害

12件 1%
その他

39件 1%

3,836 件 
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４・管路管理 

６ 決 算 状 況 調 書

1） 決算状況調書                         単位 千円 

科       目 管 渠 費 受託工事費 合   計 

人

件

費

職 員 数 70 ― 70

手 当 等 7,739 ― 7,739

法 定 福 利 費 0 ― 0

賃 金 0 ― 0

人 件 費 計 7,739 ― 7,739

委 託 費 3,783,397 ― 3,783,397

修 繕 費 260,301 ― 260,301

請 負 費 0 ― 0

 旅 費 0 ― 0

 報 償 費 0 ― 0

 被 服 費 462 ― 462

 備 消 耗 品 6,880 ― 6,880

 光 熱 水 費 3,492 ― 3,492

経  印 刷 製 本 費 0 ― 0

そ 通 信 運 搬 費 1,746 ― 1,746

 賃 借 料 22,771 ― 22,771

の 手 数 料 24 ― 24

費  研 修 費 9 ― 9

他 補 償 金 171 ― 171

 請 負 工 事 費 0 ― 0

 損 害 保 険 料 4,366 ― 4,366

 負 担 金 16,947 ― 16,947

 燃 料 費 3,335 ― 3,335

 自動車重量税 151 ― 151

 雑 費 0 ― 0

そ の 他 計 0 ― 0

経 費 計 4,104,051 ― 4,104,051

合 計 4,111,790 ― 4,111,790

注）職員給与費は含まない。 

注）端数の関係により、内訳と計は必ずしも一致しない。 
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４・管路管理 

2) 主要科目内訳  

委託料(3,783,397 千円)、修繕費（260,719 千円） 

維持管理業務

1,647,599千円

41%

緊急補修業務

1,009,805千円

25%

管路保全業務

957,721千円

24%

潜行目視調査業務

102,242千円 2%

他の管路施設業務

12,057千円 1%

その他

53,973千円 1%

修繕費

260,719千円 6%
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